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A Method of Thermal Insulation for Wooden Houses in Hokkaido 
百latApplies Vapor/Air Barrier and Insulation N，[ats 金omthe Outside of tbe Wooden 
Frame 
NAME Masashi Iida 
ABSTRA<:T 
This paper presents a construction method of thermal insulation for甘aditionalJapanese 
wooden houses in which vapor/air barrier and insulation mats are applied from the outside 
of the wooden台ame.The method seeks to solve the problem of Hokkaido detached 
houses' poor durability and indoor environment. The paper's 7 chapters disωss也c
practicability of the construction method and its impact on the living environment. 
Chapter 1， "Introduction，"組alyzesthe serious problems of houses in Hokkaido and 
emphasizes the necessity of adopting the method of insulating仕aditionalJ ap組 esewooden 
houses企omthe outside of the wooden企ame泊 placeof using the仕aditionalmethod of 
thermal insulation. It also summarizes the new 1nethod. 
Chapter 2 istitled "Summary and results of thle on-site construction method of thermal 
insulation出atuses g1ass wool applied企omthe outside of the wooden frame，". It analyzes 
the construction process using a model house built with this method. 
Chapter 3， "Living-environmental perform釦∞ ofthe model house，" reports the water 
content of the wooden宜ame，air-tightness，組dlthe temperature of出ecrawl spa∞where 
formed polystyrene boards were attached企omthe outside of出ebおement.τnetwo years 
of measurement da包 are企omthe model house described泊 theprevious chapter. 
The meru写urementsshowed improvements in durability and組討-deterioration也atnearly 
met the goals of the method. Analysis of泊doortemperature proved出atthis temperature 
was improved by the inαease in thermal capacity caused by adopting the insulation 
method of也isstudy. The characteristics of也ismethod became c1ear when compared with 
measurements企omhouses constructed with the住aditionalmethod. 
Chapter 4， "Analysis of出c∞ns仕uctionprocess of houses which adopted出ismethod，" 
組 alyzesthe construction process at出esite where 17 houses of di丘erentshapes were 
built. They were built by 7 different builders who applied the proposed method. The outer 
wall percentage was determined; then a regression equation for determining man-days at 
the time of constructing outer walls was obtaint::d and its efficiency was con.firmed. One 
primary factor， air-tightness， which depends on也edifferent construction methods and of 
the houses， was anal yzed. 
Chapter 5，唱valuationof panelized cons住uction'spracticability and performance，" reports 
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て い る。 つまり断熱だけが進み、正しい防湿施工が伴わない時の外
壁廻りの内部結露、ある い は床下部分の通気不足による土台、床廻
りの腐朽などの問題が発生しているものと捉えることができる。
表 1- 1 戸建住宅の断熱材とその施工方法
断熱材 形状 対象部位 | 取付位置、取付方法、施工者






( B 1 B工法)
布屋外基根壁礎
屋根組基下地面側に釘釘で張り付付 け:大工













































30 34 38 42 北緯(度)
注) 住宅金融公庫7ントト調査資料(昭和63年度)より作成。
図 1- 3 地域別に見た解体された住宅の平均使用年数
? ?



























表 1- 2 結露調査住宅の概要と結果一覧
A B C 
建設地 札幌市豊平区 札幌市豊平区 札幌市厚別区
調査年次 昭和60年7月 昭和61年7月 平成3年6月
建設年次 昭和48年 昭和築51年 昭和築57年
(築後12年〉 (後10年) (後9年〉
構造 在来木造二階建 木質階系パネル構法 在来木造二階建
二建
延面積 145 m! 136 m! 183 rf 
家族構成 夫婦2人+子供2人 夫婦2人+子供2 大人5--7人
(寄宿舎に利用)
主な被害 外壁回りの主要軸 北下側部 1階外壁パネル 外要壁lこ面している主
状況 組の腐的朽。 の腐朽。 の腐朽。
全体 にモルタル下地 7i力-*'ルトとハ.ネルの 車装由来材E(了ルミサイディン
板被の腐朽大。 :;' 3 {i卜部分での錆発 ゲ)裏面階での結露。
害の きい部位の 生。 1、2 懐部分での
木材は手で触れただ ハ.*~内ゲ?スウールの落 断熱材不足と内防湿層




図 1- 4 A宅のモルタルを剥した状態。外観は異常が認め
られなかったが、下地板の腐朽が進んでいる状態。
図 1- 5 A宅の主要軸組の状態。柱、桁の腐朽が認められ、
構造的にも危険な状態。
-8-
ー図 1- 6 B宅外観。外からは特に異常は認められない。
図 1- 7 B宅 1階北側外壁パネル内部。内部結露 lこよりパ
ネル下部の構造用合板、下枠が腐朽している状態。
??
図 1- 8 C宅の外装 (1ルミサイ j' ~ iクソを剥した状態。一部
断熱材が不足し、軸組の腐朽が進行している。
図 1- 9 C宅外装材裏面 lこ取り付けられていた γ?付』ルの



















































で約 7000戸の新築戸建住宅に適用され成果をあげている。図 1-13 
5 )はこの構法で建設された戸建住宅の相当隙間面積をまとめたもの






















5 )で、気密・防湿材を施工した最近の値は 2.0cm2/ が以下となり、
気密性能は改善されつつある。この構法のコストは施工業者'のヒ
アリング調査から i120m2程度の戸建住宅では在来構法の住宅に比
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表 1- 3 北海道内戸建住宅の躯体構法の特徴一覧
日本白伝統的住宅構法牛。寺軸組主教木材の防腐を主B的と L、建物の通!| 
在 風を図り、湿気を内部に留めないよう配慮されている o




































構造であった。 1960年代(昭和 40) に入り安価な断熱材の供給が始
まり、寒住法の改正が 1969年(昭和 44) に行なわれ、熱貫流率によ
る断熱基準が盛り込まれ、公庫融資の対象外であった木造住宅にも
融資範囲が拡大され、木造住宅の防寒化はようやく一般化した。さ
らに、 1973年(昭和 48) 、18年(昭和 53) の二度のオイルショック
は再び建物の断熱性能を見直す強いきっかけとなった。 1919年〈昭
和 54) には、いわゆる 「省エネ法、住宅に係わるエネルギーの使用
の合理化に関する設計および施工の指針」により基準が強化され、
再び 1993年に改正、強化され現在に至っている。北海道庁は政策と













後、 1983年〈昭和 58) にR-2000プロジェクトを開始し、高断熱、高
気密住宅の普及を目指している。気密性の規定は定められた圧力差








断熱性能基準を強化〈外壁 0.3kcal/ 皿2hOC、床 0.3、天井 0.2、













ウール(16kg/ m3、熱伝導率 0.034kcal/ mhoC )と押出発泡ポリス





。 100 200 (rnm) 
1939年(昭和14)渡辺要博士提案
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;:]tヨすコ床外壁O 天井・屋被 0.3




E j 天井・屋根 0.25
~r 外壁 0.35
明 i 床 0.35
回開口部日 宅| 
1992年(平成4)北方型住基準 天井・屋根
閣申 、 、三 ~;'~':'('判。も長 0.2 
1 
対 外壁 0.3
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では、構法から見た 「建物に対する要求 」 とはどのような項目が
あるかを考えてみたい。図 1-18は建物に対する要求を概念的にま
とめたもの ω であり、大別して安全性、居住性、耐久性、経済性に
分かれる 。 こ こで本研究が対象として い る戸建木造住宅の温熱空気
環境の中の 「保温 」 に焦 点 を当て推考してみたい。
「保温 」 の要求を満たすためには 「換気による熱損失の低減 」 と
「建物各部からの貫流熱の低減 」 が条件となる。
つまり、換気による熱損失の低減を図るには、建物の気密性を向




















このように木造戸建住宅の 「保温 」 要求を達成するためには 「気
-24-
密」 に対しては気密部材とその性能部材が必要であり、 「断熱」 iこ
対しては断熱部材とその性能部材として防風部材、 さらにその性能
部材が必要であり、保護部材として防湿部材とその性能部材が必要



























































































たい。これら部材の組み合せには、① 「気密・防湿、断熱部材 」 が
「構造部材 」 の外側に位置する場合(ケース 1)、② 「気密・防湿、
断熱部材Jが 「構造部材 」 の室内側に位置する場合(ケース 2) 
③ 「気密・防湿部材 」 が 「構造部材 」 に組み込まれる場合〈ケース
3 )が考えられる。図 1-21--23は各ケースを建物に適用した場合
の各部材の納まりの状態を示したものである。







図 1-22 ケース 2の場合
L--





































































































































用し気密性が向上している住宅を 「現・在来構法住宅 」 、さらに気
密性に配慮して気密・防湿材の施工に工夫を施している住宅を「新
・在来構法住宅 」 と、 3分類し本文中で区別することとする。表 1
- 4に各章で研究対象とした外断熱住宅(21戸)、在来戸建住宅
( 13戸)とその性能測定項目の一覧を示す。
表 1- 4 研究対象の戸建住宅と主な測定項目
外断熱構法住宅 在来構法住宅
住宅名 主な研究項目 住宅名 主な研究項目
2章 A宅 施工過程 a --b宅 工事費
工事費 ( 2戸)
3章 A-C宅 木材含水率 c -d宅 気密性能




4章 D....T宅 施工過程 e-m宅 気密性能























築省エネルギ一事情 82、昭和 ~)7年 11 月
7 )建築用断熱・防露技術資料、情報開発、昭和 58年
8) 1993年度、建材統計要覧:日本建材産業
9 )新建築学大系 24構法計画、彰国社、昭和 60年 3月









2 - 1 現場施工型外断熱の構法的計画
①断熱材の厚さ























































( 5 ) 
(6) 
( 7 ) 
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表 2 - 2 耐力壁に使用できる材料とその倍率
(参考文献 1より転載〉
帝力壁の種類 有効倍率
厚さ1.5 cm.幅9cmの木材(大貫〉または径9mm以上の俸調 1.0 
厚さ 3cm.幅 9cmの木材(柱三つ割り〉 1.5 
厚さ 4.5cm.幅 9cmの木材(往二つ割り) 2.0 
9cm角の木材(柱同寸) 3.0 
(1)から (3)までに掲げる筋かいをたすき掛けに入れた筋かい ぞ(1れ)かの数ら値(3の)ま2倍でのそれ
(4 )に掲げる筋かいをたすき出けに入れた筋かい 0.5 
土塗堕または木ずり等を間柱および住の片側lζ打ちつけた壁 0.5 
木ずり等を柱および間柱の両面iζ打ちつけた壁 1.0 
(た1堕)とーかをら併用(5し)たま笠でに掲げた筋かいと (7 )または (8)I乙掲げ (ぞまlれた)かのは数(ら9値t)6のと)く数ま7値で).のとそ(の8れ和) 
1m汚m造以用上合.板そ(の酎他候の措場置合を厚施7.し5mたm場以合上厚〉5 2.5 
パーティクルボード(厚 12mm以上) N50 2.5 
、ードボード(厚5mm以上) 間隔 15cm以下 2.0 
同π木片セメント坂(厚 12mm以上) 2.0 
フレキシプル坂(厚6mm以上〉 2.0 
石綿バーライト坂(厚 12mm以上〉 2.0 
石綿珪目立カルシウム坂(厚8mm以上) GN40 2.0 
炭酸マグネシウム板(厚 12mm以上) 間隔 15cm以下 2.0 
パルプセメント坂(厚8mm以上〕 1.5 
石〔外乙壁う用ボをー除ドく(〕厚 12mm以上) 1.0 
シーゾングボード(厚 12mm以上〉 |SN4oそ，間隔他外Oc周mi以k下m 以下， の 2 1.0 
ラスシー ト厚(角O.波6亜鉛鉄以板上厚)0.4mm以上. N38 1.0 メタルラス mm 間隔 15cm以下
木31材cm闘以緑(下10(一断)-一面(l.5，cm×，4ち横.付5架cmけ材以lζ上N5間0打隔 N32 0.5 

























2 .グラスウール落下止めの横枠は 1層目と 2層目の二つに分ける
こととした。横枠は外装材を止める胴縁の下地材となるため間










スウール材を半分にした場合の 675ミリとした。また 1層目と 2層
自の横枠は断熱材施工時に生ずる可能性のある隙聞が直接に外気に
接するのを防止するため目違いとした。
図 2- 2に枠組みの基本パターンを、図 2- 3に出入隅の枠組み















































































































































































































































































































図 2 - 4 本構法の外壁の内部結露検討結果
-45-
2 -2 モデル住戸の施工
本節では「外断熱、構法」の施工計画と施工状況を図 2 - 5 に示す
施工手順に従って実際の住戸に適用した例で述べることとする。対
象としたモデル住戸(A宅〉は 1987年(昭和 62) 札幌市内で計画、




る物置、風除室は非暖房部分である。図 2 - 8 は無落雪屋根の場合
の断面を示しており、基本的には切妻屋根と同じ方法で気密・防湿
材、断熱材は施工される。図 2 - 9 に A 宅の矩計図を示す。





1階 63.7rrf 2階 37.7rrf 計 101.4nr
建物各部断熱仕様
基礎 FP板 7100ミリ布基礎外断熱









































































































図 2-15 枠を組んだのち、断熱材を 2層、計 200ミリを施
している状態 。



















































表 2 - 4 外壁と屋根の構造用合板枚数一覧
外壁
定尺板(910x 1820) カット板
南面 (17.8m2) 4 1 7 
東面 (30.7m2) 8 2 0 
北面 (54.5m2) 1 2 1 8 
西面 (30.6m2) 8 1 9 
合計(133.6m2) 3 2 7 4 
屋根
定尺板(910X1820) カット板
南面 (54. 5m2) 8 2 2 
北面 (38.5m2) 6 1 6 
天井面(26.7m2) 8 5 








































人工、屋根が 6人工、コーナ一部分が 1人工で、枠の小運搬の 2人
工も含めてこの作業には計 15人工の工数が必要であった。
取付け部材数は、外壁では 382枚(47.8枚 / 1人工、 16.7m2/1人
??? ?










表 2一 5 外壁と屋根の枠材取付け枚数一覧
外壁
縦枠 1層目横枠 2層目横枠
定尺材 カザト材 定尺材 カヲト材 定尺材 カマト材
南面 (17. 8m2) 7 8 1 3 3 4 2 5 
東面 (30. 7m2) 6 5 2 2 7 5 7 8 
北面 (54. 5m2) 1 0 2 2 4 3 6 0 6 
西面 (30. 6m2) 6 3 2 1 6 5 5 1 1 
合計(13.6m2) 2 9 1 8 8 0 1 9 214 2 2 
屋根
縦枠 1層目横枠 2層目横枠
定尺材 れト材 定尺材 カヴト材 定尺材 れト材
南面 (54. 5m2) 8 6 2 2 4 5 3 1 0 
北面 (38.5m2) 1 0 2 1 6 4 3 4 9 
天井面(26.7m2) 1 1 。 。 。 1 6 2 












程での工数は、屋根(212枚)に 3人工(71枚 / 1人工)、外壁(36 


























定尺材 カヴトキオ 定尺材 カヴト材
南面 (17. 8m2) 7 2 2 1 5 2 5 
東面 (30.7m2) 1 6 2 0 3 7 2 9 
北面 (54. 5m2) 2 1 2 0 4 8 1 9 
西面 (30.6m2) 1 8 1 7 3 8 2 2 
合計(13.6m2) 6 2 <6 7 138 9 5 
屋根
1層目 2層目
(1350 x 8S10) (675x890) 
定尺材 カヴト材 定尺材 カヴトキオ
南面 (54. 5m2) 1 4 1 7 3 9 2 7 
北面 (38. 5m2) 7 2 0 3 2 1 6 
天井面(26.7m2) 9 1 1 9 1 1 

































1 1 i 1i
¥ (13人工)
¥ ¥ 、 (12人工)
2 
2 防風材張り















取付け 工 事費は殆ど同じである。本住宅は 96.7万円、後者では断熱











表 2- 7 本住宅と現・在来構法住宅の気密・防湿、
断熱工事費の比較一覧
A宅の気密・防湿、断熱工事費内訳 現・在来住宅の気密・防湿、断熱工事内訳
施工.A社 (101nf) A社(103m') 
(千円〉
総工事費 13. 500.0 12.000.0 
防湿層材料費 46.0 防湿層材料費 60.0 
防湿層施工手間(2人工) 24.0 防湿層施工手間(3人工)36. 0 
小計 70.0 小言十 96. 0 
断熱材材料費 断熱材材料費
布基礎外断熱(FP坂100ミリ) 92.0 床 (GW150ミリ) 40.0 
外壁(GW200ミ") 106.0 外壁(GW130ミリ) 152.0 
屋根(GW200ミリ) 125. 0 天井(γ ローイi1'
トル200ミリ) 71. 0 
小計 323.0 小言十 263.0
断熱層形成用縦、横枠材料費 310.0 
同 枠組立て(15人工) 180.0 
小計 490.0
断熱材施工手間(7人工) 84.0 断熱材施工手間(3人工)36. 0 
AE3hロ雪十E 967. 0 395. 0 
単位置積(fi)当り単価 133. 7 








11. 400. 0 
防湿層材料費 74.0 
防湿層施工手間(2人工) 24. 0 
小言十 98.0 
断熱材材料費
床 (GW100ミリ) 30.0 
外壁(GW100ミリ) 91. 0 
天井(γ ローイi1'
ウール200ミリ) 90.0 

























1 )杉山英男、中田和夫:木構造の設計、オーム社、昭和 56年 8月
2 )斎藤平蔵:建築気候、共立出版、昭和 55年 5月
















































w R 1 x 階の桁方向壁率 ( cm/ rf ) 
w R 1 x 階の梁間方向壁率 ( cm/ r:r ) 
i x L e 階の桁方向有効壁率(cm/ r: ) 
1 x L e 階の梁間方向有効壁率(cm/ rf ) 
w A 1 x .風方向が桁方向の時の i階部分にたいする見付け面積(rf ) 
w A 1 Y 風方向が梁間方向の時の i階部分にたいする
見付け面積(rf ) 
R 2x = 3456/ 21.6 = 200.0> 50 
R 2y = 1920/ 37.6 = 51.1 > 50 
R1X=2810/ 54.5=51.6 >50 
R 1y = 3825/ 72.4 = 52.8 > 50 
???
③ A宅についての計算結果
e R 2 x = 3456/ 47.2 = 36.6 > 15 
eR 2Y= 1920/47.2= 40.7> 15 
e R 1 x = 2810/ 55.1 = 51.0 > 29 
















① 1階室温(居間中央、 FL+1000、記号 1)について見ると、外気
温(記号 o)が 300Cを越える日も、それより約 3--4 oCほど低く
推移している。












①暖房時間帯の 1階(記号 1)、 2r脅(記号 2)の温度差は 1--2 
。Cと極めて小さく良好な状態となっている。





















































w 、 s，I ，;，¥ ー，~'&'&、B 、
ー・R一一--10 b 、"‘ 守、ロ Y¥，ノ' ¥ J 、曹、
B 
ストア作動時間帯 γ 's 
'6"'. 
ー2024:・ 12 24 12 24 12 
1990年1月24日 25日 26日 〈日寺〉







図 3 - 3に温度センサー取付位置を示す。また建物北側の地中
( GL-450) にも温度センサーを取り付け床下土中温度との比較を行
なった。
















































1 ・ 9 ヨ
注〉 月平均外気iEの数値は札幌気象台の資料より引用.













表面温を 8 s、外気温を 0。とすれば、次式が近似的に求まる。
F。 F。
(8c-8s) (89 -80 ) 
f 0 L 0 R。
F 0 構造用合板の面積 ( m2) L 0 構造用合板の厚さ ( m) 
f 0 .構造用合板の熱伝導比抵抗 ( mhoC /Kcal) 
R 0 外壁の熱貫流抵抗 ( m2 hOC /kcal) 
q 熱損失係数 ( Kcal/hoC ) 
ここで上式の温度差の比を求めると











? ， ? 、
?
? ， ? 、
L 0 f 0 9x 0.009 






(FoFI + 1(891- 890) 勾(q - q G) (8 90θ0) 
f iL1 f 1LrJ 
-76-. 
( 8 s i 8 so) ( q - q 0) 113.9 
= 0.005 ( 1 一ーτ
( 8 soθ0) 266+ 142 F。 F i 
+ 
r i L 1 1.9 x 0.009 r i L J 
F 0 構造用合板の面積 〈皿2) F i 内装材の面積 くが)
r 1 室内側内装材の熱伝導比抵抗 ( mhoC /Kca1) 
L 1 室内側内装材の厚さ ( m) q 熱損失係数 ( Kcal/h oC ) 





ここで Q 1 土間コンクリートから室内への熱流入
Q 2 上記以外の内装材等から室内への熱流入
Q 3 屋外への熱流出
各部位の室温降下の割合、 d 8 / d tは各部位が干渉する形でい
ずれも似た値となると仮定すると、後述する(付表 3- 1 )ように
Q 1と Q 2に係わる熱容量(c 1、 C:2)はほぼ等しいので
( d 8¥ I d θ1 
Q 1 (= C 1一一一l と Q 2 (= C 2一一-1 はほぼ同程度の値であるこ
d t / d t / 
とになり、 Q1の概略値は次のように表現できる。
Q 1毎 QS/ 2 
F f 
ここで Q1~ (8c-8i) 
R f 
Qs=q' (8 -80 ) 
q' q-qG qf 
????
F f 床面積(=土問コンクリート表面積、 m2)
R f 土 間コンクリート表面から室内までの熱抵抗 ( m2 hOC /kcal) 
8 c 土間コンクリート表面温度 ( oC ) 
8 1 室温 ( oC )、 qf 基礎部の熱損失係数
(8c 81) q'Rf 
(8 - 8 0) 2 F f
一方、土間コン内部の温度差!18 cは次式で推定される。
F c 
!1 8 c 
r c L c 
F f 
( 8 c一 θ1) 
R f 
ここで r c .コンクリートの熱伝導比抵抗 ( mhoC /Kcal) 
L c コンクリートの厚さ ( m) 
従って
!1 8 c r c L c ( 8 c一 θ1) r c L c q'Rf 
880 R f ( 8 8 0) R f 2 F f 
r c L c q 
2 F f
r c = 1.4、 Lc= 0.12、 q， = 98.6 
!1 8 c 1.4x 0.12x 98.6 
0.14 {1 






q ( 8 - 8 0) d t = Cr d 8 1 
上式を解いて
。1= 80+ (8 10 80)exp<-t/TC) 
Tc = Cr/ q 
θ1 .内部および構造体の温度 ( oC ) 
。10.暖房停止直後の構造体の温度(oC ) 
8 0 外気温 (一定) ( oC ) 
Tc =建物冷却の時定数 ( h ) 
Cr =建物の熱容量 ( kcal/ oC ) 





本住戸の全熱容量 Cr= 9393 kcal/oC (算出は付表 3- 1参照〉
本住戸の熱損失係数 q= 13 7. 3 k cal// h oc (算出は付表 3- 2参照〉





Tc = (9393-3896) / 137.3 = 40.0 (h) 









9393 kcal/oC -5689 kcal/oC = 3704 kcal/oC 
熱損失係数が本住戸と同じと仮定すれば、冷却の時定数は以下のよ
うになる。
Tc=3704/ 137.3=27.0 (h) 
室温停止時の室温降下は次式で表される。
。1= 80+ (810θ 。)exp(-t/TC)
但し、 t<T/2の時は近似的に次式で表される。
θ1(t) 810一 (θ 10 8 0) t/ Tc 
いま設定室温を 200C、外気温を-100Cとする。
8 1 ( t) = 20 -30t/ T c 
暖房停止 8時間後の室温 e1 (8 )は、外断熱(T c = 40 h) と内断熱
( Tc = 27 h) でそれぞれ次のようになる。
外断熱 81 ( 8) = 20 -30 x 8/ 40 =: 14 ( oC ) 








外断熱 e1 < t)θ0+ (e 10 e O)exp<-t/68・ 4.) 
内断熱 :θ1< t )θ 。+(e 10 e O)exp<-t/Z7・o) 
ここで室温が凍結の恐れのある oOCになる時間に着目し、その時
間を算出する。
外断熱 0=-10+ (20+ 10) exp-t/68・ 4










①外断熱の推定値 (0印〉と 1階室温の動きを見ると、 12月 31日の



































3 - 2 気密性
続いて、気密性について述べたい。気密性能の指標として通気率
を計測し相当隙間面積を算出した。算出式 2)を以下に示す。
Q= a.1 P 1/n 
1 ~ 
α A =--- 一一一 a.1 P 1/n-1/2 
3，600 ./ 2g 
a:通気率 (m3/h・mmAq1/n) Q:通気量 (m3/h)
/). P:室内外圧力差 (mmAq) αA:総相当隙間面積 (m2) 
g:重力加速度 (m/s2 ) '1空気比重量 (kg/m3) 
n: 隙間通気特性値 1~玉 n< 2 αAは.1P=lmmAq時で算出。
図 3 - 6は本住宅(A宅〉と本構法で建てられた住宅 2例(8 、
C宅)の相当隙間面積の経年変動をまとめたものである。この図よ
り以下の項目が言える。
①本住宅の相当隙間面積は竣工時 2.:3cm2/ m2であり、 2年後でも
2.5cm2/ がとほぼ竣工時の気密性能が維持されており、目標とし
た気密性能(3.0cm2 / m2) は達成されていると言える。
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図 3- 7 各種住宅の気密性能グレ ー ド
ー85-






































































































































































図 3-12は現・在来構法の C 宅(通気層なし〉の平面とその 1階柱
(FL+ 1、000) の含水率測定結果を示したものである。 C 宅は 1982年、
札幌市手稲区に建てられ、 2階建て、屋根は無落雪型式、延床面積
は約 94m2である。南側柱 (0印)、北側柱 (e印)の含水率はとも































が、 6月には 15%まで低下、 10月まであまり変化はなく、暖房が
開始されてからさらに値は減少し、 1989年 1月では 10%までとな
り、乾燥状態にあるのが分る。
図 3-14は目・在来構法の d宅(1971年札幌市西区に建設)の平
面、床下測定位置を示したものであり、図 3 - 15に d宅の南北別に
見た土台、大引の含水率調査結果と床下の温湿度変化を示す。測定
期間は 1986年 7月--87年 9月である。その結果をまとめると、
①床下(グランドカバー無し〉の温湿度は、夏は 15--200C、 70--95 
































1988年1月 6 1989年1月 6 1990年1月
図 3-13 A宅の土台、根太含水率と床下温湿度変動
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+ + + + 
+ + + + + + 
/床下;間口: ~ 図
¥東看 + u 


















































































この値は第 I章で示しとなった。トル/m2 ) "/ ( 5.9リトル") 696リ
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調和・衛生工学会北海道支部第 ~20回学術講演論文集、 pp.29-32 、
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付表 3- 1 熱容量の算出
材料名
木材 1階
床 :土井壁台住 0.55(mS)、大引 0.416、板太 0.37 
1階壁{士天 下地 0.40
0.70、間柱 0.18、胴縁 0.22
外間 切 :柱 0.31、間柱 0.12、胴縁 0.19 小計 3.50 mS 
2階
床 : 桁天 0.33 (m
S)、梁 0.79、根太 0.38 
2整切階 井柱下地・ 0.03
0.41、間 0.10、胴 0.18
外間 壁:柱 0.25、柱間柱 0.10、縁胴縁 0.08 小計 2.65 mS 
小桁屋組0.80 (m8)、梁 0.54、下地 0.88 小計 2.22 mS 
GW用木枠の半分 0.81 (mS) 小計 0.81 mS 
合計 9.18 mS 
9.18 mSx 388 kcal/msoC = 3562 kcal;oC 
構合造板用 253 m
2 x 0.009 m= 2.28 mS 
2.28 mS x 266 kca1/ms oC= 606 kcal;oC 
内装材 7. 7 ^?ーネ'ード 1階壁、天井 163m2、2階壁、天井 134m2 
( 163+ 134) x 0.009 = 2.67 m3 
2.67 mS x 204 kcal/msoC = 545 kcal;oC 
7ロ1- 1階 41m2 2階 37m2 (41 + 37) x 0.012 = 0.94 m3 
0.94 :m3 x 204 kcal/ms oC= 192 kcal;oC 
集合煙突用軽量]i ~IJ-ト7-ロ守? 0.15 m2x 6.8 m= 1.02 mS 
1.02 ;m3 x 447 kcal/m君。C= 456 kcal;oC 
家具 木製本棚 0.27 (mS) 木製机 0.08 (mS) 
0.27 + 0.08 = 0.35 0.35 mSx388 kcal/msoC=136 kcal;oC 
]ï~ リート 土問 Jï~ リート 6.5 mS、布 Jï~ リート 1.6 m3 合計 8.1 m3 
8.10 mS x 481 kcal/ms oC= 3896 kcal;oC 
合計 9393 kcal/T 
A宅を在来の断熱とした時の熱容量減少分
G階W木柱柱紳、、周間間の柱柱半のの分半半 0.81 ( m
S
) 、土台階 0.5!5、根太 0.37、大引 0.46 
1 分 0.35、0.09、2 桁 0.17、
2 分 0.21、0.05 合計 3.06 mS 
3.06 m3 x 388 kcal/msoC = 1187 kcal;oC 
構造用合板分 606 kcal/T 
土問、布基礎 Ji ~リート分 3896 kcal;oC 




部位名 熱貫流率 面積 損失熱量
(kcal/m 2 hOC ) ( m:<~) (kcal/hOC) 
布基礎 0.29 30.0 8.7 
土間床 0.09 41.1 3.7 
基礎立上り 0.32 9.0 2.9 
外壁 0.175 133.6 23.4 
屋根 0.175 119.7 20.9 
d'at じu、 1.9 19.2 36.5 
天窓 2.6 3.7 9.6 
玄関戸 0.86 2.010 1.7 
言十 107.4 
②換気による損失熱量
332 (mS) x 0.3 (回 /h) x 0.3 (1~cal/m30C) = 29.9 (kcal/hOC) 
換気回数の推定は参考文献 7の 「換気回数は相当際問面積の約 1
/10が目安 」 に従った。
③熱損失係数
q = 1 0 7 . 4 +29. 9 = 1 37. 3 (kc al / h oC) 
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付表 3- 3 暖房負荷の手順
1 .基礎の熱貫流の計算
K L = 1.014 e - A A 0.75Rwo_32+0.172Rpo_42 
K p = 0.126 e-C C = 0.15R WO-3+ 0.12R p 
K L 外周部の熱貫流(kcal/ 凶lOC) 
K p 中央部の熱貫流(kcal/ rd hOC ) 
Rw 基礎断熱の熱抵抗(rd hOC / keal) 
R p 土問下断熱の熱抵抗(m2 hOC / kcal) 
2 .建物各部位の熱貫流率
部位名 熱貫流率 (kcal/rd hOC ) 部位名
屋根 0.175 外窓
外壁 0.175 天窓
基礎 K L= 0.29 K p= 0.09 玄関戸










H 全損失熱量(kcal) 、Kp 各部位の熱貫流率(kcal/ m2 hOC ) 
S p 各部位の面積(m2 )、 8 i 室温 ( OC )、 80 外気温(OC ) 
c 空気の比熱(kcal/ kgOC )、 7 空気の比重(kg/ ぜ〉




10 =1164 -39sinw+ 9cosw 
w=360 x (285 -n) / 365 ( 1月 1日---3月 20日まで〉
w=360 x (n-80) / 365 ( 3月21日以降)
10:太陽定数 =1164Kcal/m2h n: 1月 1日からの積算日数
-105~ -
②太陽高度と方位角の計算
slnh=sin o sin δ+ coso cos δcost 




cosi=sinhcos e + coshsin e cos (A一α)
i:入射角 。:地平面からの傾斜角
α:建物の方位角 (南面 α=0、西面 900 、東面 -900 、北面 1800 ) 
④法線面直達日射量の計算


















I s:天空白射量 R=pm 
⑦傾斜面天空白射の計算







2 1 -1. 4 s i n h x1 nR 
⑨傾斜面全天日射量の計算
1+ cos8 




時 水平面 南面 西面 東面
5 。 。 o 。
6 。 。 o 。
7 。 。 () 。
8 45 77 18 100 
9 214 380 54 355 
10 326 564 57 347 
11 395 665 5s 224 
12 419 699 55 56 
13 396 666 22~~ 56 
14 327 565 34E> 57 
15 215 383 35E> 54 
16 47 81 105 19 
17 。 。 () 。
18 。 。 () 。





















月 南面 西面 東面 北面
10 13305 10841 9855 7392 
11 25879 21086 19169 14377 
12 22209 18096 16451 12338 
1 26741 21789 19808 14856 
2 36025 29354 26685 20014 
3 56655 46163 41967 31475 
4 62722 51107 46461 34846 
5 26463 21563 19603 14702 
単位 Kcal/m2月
⑬暖房負荷計算結果 ( A宅の場合)
月 10 11 1 ~2 1 2 3 4 
暖房日数 10 30 31 31 28 31 20 

















4 - 1 建設会社と謁査団地の概要
では、団地建設にあたった建設会社の概要について述べてみたい。
本構法に関する研究会が 1987年に組織され、その研究会会員の建設
会社 7社が団地住戸の建設にあたった。表 4- 1に各建設会社の社
員数、年間売上高、主な業務内容を示した。各建設会社はすべて札
幌圏にあり主に現・在来構法で注文住宅を建設、販売している。大
別して Ho、 Ta、町、 Su社は住宅販売会社で施工は協力会社に委託し
ている。他の Ya、 Ha、 Sa社は大工を常用雇いとし、自社で営業を行
い注文を得て直接、施工を行なっている。各社の工事量の規模につ
いて見ると、北海道内では中規模な会社(300戸 / 年)から小規模




本構法で住戸を建設した経験のあるのは Ho、 Ta、 Ki、 Yaの 4社で
他の Ha、 Su、 Sa社は今回が初めての施工であった。現場担当となっ
-109-




表 4- 1 建設会社の概要
会社名 社員数(従業員数) 年間売上高 主な業務内容 建設住戸名
Ho社 24 50--60(億) 土地付注文住宅販売、施工は D 、E、F
協力会社委託。年150--200戸。 G 、H
Taネ土 15 10--15 注文住宅を販売、施工は協力 I、J、K
会社に委託。年50--80戸。 L 、M
Kiネ土 18 o ) 4--5 主に増改築を行っている。 N、O
新築住宅は年5--6戸程度。
Ya社 15 ( 18 ) 6--7 注文住宅を建設、販売。増改築 P、Q
も行う。年30--40戸。
Haネ土 2 5 ) 2--3 注文住宅、木造7ハ。ー トを施工。 R 
年15--18戸。
Saネ土 4 ( 11 ) 3--4 注文住宅、木造7ハ.ー トを施工。 S 
年40--50戸。
Su社 96 o ) 50--60 注文、建売住宅を販売。施工は T 
協力会社依頼.年300--350戸。
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4 - 2 外断熱住戸の概要と調査方法
図 4一 1は調査対象住戸 17戸 (D--T) の配置とその概要を示し
たものである。住戸の設計はそれぞれの建設会社が行ない、木造 2
階建、延床面積は約 92--108m2 (約 28--33坪)の範囲である。屋根
の形態は切妻屋根(5戸〉、無落雪屋根(7戸)、切妻と無落雪併




熱〉、外壁 一 グラスウール 100ミリ 2層、計 200ミリ、天井一プロー






図 4- 2 --7に代表的な住戸 2例の図面をまとめた。図 4- 2 --
4 は平、立面に凹凸のない総 2階建てである E戸の平面、立面、矩




D : 1l' 60.0 n? 21' 40.6 n?計100.6n?
実堅持雪原恨 質問::U6.6 .rt 
E足関:1'.1'式石油u-r
!山の住宅に I~ぺて凸凹が多い.












T : 11' 51.8n? 21' 61.6n? H113.4n? 
貢聖子喜雪理IR 気Ul:322.3m' 
時現:温水I末時層、1¥'.，.1¥ラシ"I9-m用
1 : 11' 53.0n1' 21' 38.9n1'ト 91.9n?
続落雪l!tl艮気11':315.6rn' 
間関 :~'1 ト式石itJl ~トア
|山の住宅にltべて凸凹が多い.








o : 11' -1G.8nf 21' 47.2n? ~ト 94.0111
三内 J~IR 気H(:299.0 Irt 
時現:本'1ト式石油1ト)"
隈IR前三角形突組物は小gn耳j負気口




G : 11' 49.7n? 21' 49.7n? n 99.4n? 
三角 mn~ 宮~fn:342.6 m1 
暁関:1'.1'式石油1トア
屋恨而!断熱.








p: 11' 58.6n{ 2(O 59.4n? !I・118.011{
然f*雪昆m 気f1'l:274.5m' 
時現:(O.I'式石油H-)"
市以砲で JIUilてを ~I み込んでいろ
1¥・.，./H.ti去のため、調査対象から除外
K : 1l' 68.0 nt 2 F -12. 3 n{ ~ I・100.3m'
~聖蒋雪f ・三J71 tI~川原 IR 気{貝:328.4m' 
時房:f;'外式石ith~卜J"
屋m而三角 II~突起物は小屋裏j負気口




M : 11' 53.0n? 21' 38.ill(計 91.91l(
1腎孫雪・三角 m川隈 H~ 気H1:316.6111'
時間:f;'叫式石 ì1IJ~ トーr
屋H~面三角形突起物は小屋京i偽気口






















GW 100+ 100 16kg/m3 
防湿・気密層
( *.リ7ィルム 70.1 ) 
構造用合板 79.0






外窓 PVC~'I:; (PG3-12-3) 
基礎
FP仮 7100 r，床下州川







































GW 100+ 100 16kg/m3 
防湿・気密層









































図 4 - 8 - 5 各住戸の外観
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4 - 3 住戸の施工調査
枠材取付枚数











②これらのグループは外壁面積あたり 25枚 / mZと30枚 / mZ前後と
なっており、これは住戸の形態によるものと言える。
③ 25枚 /mZのグループを見ると、これら 5戸(E 、 G、 H、 R 、 T) 
はすべて総 2階建てで平面は矩形である。








表 4- 2 天井断熱仕様(13戸〉の
外壁に関わった工数一覧
各工事に要した工数(人工)























気防密湿材・ 権造用 枠材 GW 合板 組立 挿入
181 584 3 7 10 6 
113 563 2 6 10 6 
110 520 2 4 7 4 
111 503 2 3 6 3 
183 542 2 5 11 7 
184 542 2 4 9 5.5 
110 502 2 5 9 6 
180 519 2 5 9 5 
168 495 2 5 10 5 
181 522 2 4 8 4 
169 538 2 5 10 6 
153 538 2 7 14 7 
204 494 1.5 4 8 3 
表 4 - 3 屋根断熱仕様(4戸〉の外壁、
屋根に関わった工数一覧
各工事に要した工数
面積 枚枠取数付( m2) 気密湿 ・ 構造用 枠材 GW 
防材 合板 取付 挿入
19 214 1 2 4 2 
134 312 i 2 5 2 
19 214 l 3 5 2 
134 312 l 2 5 2 
18 208 1 2 3 2 
132 310 1 ~、- 4 2 
18 208 l 7 4 






























































100 200 (m2) 150 
外壁面積












③ E 、 G、 Hはコンパクトな形態のため取付枚数は約 370枚と少な
く、さらに歩掛りは約 80枚/1人工となっている。
④図 4- 11の度数分布を見るとやはり巾はあるものの 50--70枚 /1
人工の範囲で 7戸(50% )がこの範囲に含まれる。
図 4 - 12は本構法に関連した外壁工事(構造用合板張り、防湿・
気密材張り、断熱材用枠取付、断熱材挿入、防風材張り)の総工数
と外壁面積の関係をまとめ、図 4 - 13はその度数分布を示したもの
である。これらの図より以下の事項が言える。
①外壁面積は 170--187m2の範囲内にあるが歩掛かりは 6.5--13.0m2 
/1人工と変動しその巾は大きい O
② E 、 G 、 H戸の歩掛かりは 12--13m2/ 1人工と他の住戸に比較し
て高い値を示している。これは 3戸が総 2階建てで平面に凹凸が
ない単純な形態をしていることが大きな要因である。
④図 4-13の度数分布を見ると 6-.' 7 m2/ 1人工が 14戸中、 6戸(4 




















































































X 1 外壁面積 X 2 辺の数
y = -12.8+ 0.156 X 1+ 0.218X 2 
Y事=0.500 X 1事+0.468 X 2事
重相関係数 R = 0.903 決定係数 R2= 0.815 
回帰の有意性の検討
F 0= 24.3> F (2 .11 0.01) = 7.21 1 %で有意
図帰係数の有意性の検討
外壁面積 F0= 6.69> F ( 1 .11 0.05) = 4.84 5 %で有意
辺の数 F0= 5.87> F (1.11 0.05) = 4.84 5 %で有意
上述のように回帰式及び回帰係数は有意であり、決定係数も 0.81
5と大きな値を示していることから、本式は総工数の予測に有効で




J 、 L、 Q戸 はそれぞれ 5.2、4.1、-3.7人工とやや差はあるものの、




































表 4 - 4 各住戸の総工数、外壁面積、辺の数一覧
会社名 住戸名 外壁面積(m2) 辺の数(本) 工数
D 187 50 28 
E 134 14 11 
Ho F 173 40 26 
G 134 14 11 
H 132 14 10 
170 33 19 
J 171 34 16 
Ta K 183 47 27 
L 184 47 22 
N 170 45 24 
M 180 18 22 
Kl 
O 168 35 23 
P 187 26 20 
Ya 
Q 169 36 25 
表 4- 5 実際の総工数と予測した総工数の比較一覧
会社名 住戸名 工数 予測工数 残差
(人工) (人工〉
D 28 27.2 ー0.8
E 11 11.1 +0.1 
Ho F 26 22.8 -3.2 
G 11 11.1 +0.1 
H 10 10.8 0.8 
19 20.8 1.8 
J 16 21.2 5.2 
Ta K 27 25.9 -1.1 
L 22 26.1 +4.1 
N 24 23.5 -0.5 
M 22 19.1 -2.9 
Ki 
O 23 21.0 一2.0
P 20 21.9 +1.9 
Ya 一一一一 ι 













枠材取付け手聞には巾があり、 5戸以上の施工経験のある Ho、 Ta
社は 10--20万円増で済んでいるが、初めて本構法を行なった Ha社は
約 25万円、、 Su社は約 34万円と高い傾向にあると言える。
図 4 -15に各住戸の延床面積当たりの増加工事費をまとめた。全
体的な傾向として 7，000円/ぜ前後の範囲内に 8戸が位置している
が、 Su社の S戸と Ha社の R戸が 10，000円/ 皿2となり最も高くなった。
これは初めての施工で工数が多かったことが要因である。しかし、






屋根断熱まで行なった R戸を除く 3住戸 (E 、 G 、 H)は他に比
べて 1，000円/m2ほど割高で約 8000円/ m2となっている。
また第 2章の A宅では約 6000円/ 皿2であったが、今回は約 17%ほ
どコストが上昇した O これは本住宅団地建設がいわゆる「バブル景
気 」の時期の施工となったことが主因である O




表 4 - 7より延床面積当たりの現・在来構法住戸に対する本構法
の平均増加工事費は 7360円/ m2であるので、その工事費を延床面積
120m2に乗ずる。 7360円/ m2 X 120 m2 = 88万円
しかし、この工事費には天井断熱分が含まれていないため、さらに
その分(プローイング 200ミリ、 1000円/ m2) を加える。









枠材分一 30%減、 枠材取付手間 一20%減
断熱材-30%減、 断熱材取付手間-50%減
その減少分は表 4 一 7の各工事別の平均工事費により算出する。
( 0.3 X 3380円/ ぜ+0.2 X 1510円/ m2+O.3x1650円/ m2








枠材手取 外壁断 屋根材断 断熱付材 差合額計住宅名 基礎 枠材 付間 熱材分 熱分 取手
間
D 3.0 42. 5 20.0 10. 1 一 6.0 81. 6 
Ho E 3. 6 33. 3 21. 0 13. 2 8. 2 4. 0 83. 3 
社 F 4. 2 34.4 15. 0 20.4 6.0 80.0 
G 3. 6 33. 3 17.0 11. 8 7. 2 4.0 76. 9 
H 3. 5 31. 5 19.0 11. 8 7. 1 4.0 76. 9 
38. 1 3. 0 69.4 
J 36. 9 2.0 67. 2 
Ta K 3. 3 37.0 10.0 15.0 ー 7. 5 72.8 
L 41. 5 5. 3 75. 1 
M 35. 6 6.0 69. 9 
Ki N 2.0 33. 2 10. 7 15. 0 一 4. 5 65.4 
O 1.3 30. 1 9.4 20.0 4. 5 65. 3 
Ya P 4. 0 34. 3 24.8 17. 5 ー 6. 0 86.6 
Q 3. 5 32.4 26.0 18. 3 6. 0 86. 2 
Ha R 3.8 31. 5 25. 5 15. 0 9. 3 7. 5 92. 6 
Su S 5.4 36.0 34. 4 29. 7 7. 5 113.0 
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表 4- 7 延床面積あたりの増加工事費 一 覧
枠!材取 外壁断 断熱材
住宅名 基礎 枠材 付手間 熱材分 取付手 合計
間
Ho D 300 4220 1990 1000 600 8110 
社 F 330 3220 1400 1910 560 7420 
330 3770 990 1480 300 6870 
J 350 3870 1050 1570 210 7050 
Ta K 300 3410 920 1380 690 6700 
L 300 3820 920 1380 490 6910 
M 330 3520 990 1480 590 6910 
Ki N 190 3100 1000 1400 420 6110 
O 140 3200 1000 2130 480 6950 
Ya P 340 2910 2100 1480 510 7340 
Q 340 3150 2530 1780 580 8380 
Su S 480 3170 3030 2620 660 9960 
Sa T 520 2550 1760 1850 260 6940 




4 - 5 気密性
本節では各住戸の気密性能について述べてみたい。本構法住戸の
気密性を現・在来構法と比較するため、 9戸の現・在来住戸(e --
m )の調査も合わせて行なった。その住戸概要を表 4- 8に示す。
現・在来住戸は 1989--90年(平成元--2年)・にかけ札幌市内に建設







2.0--3.0cm2 / m2の聞に 10戸(5B% )が含まれており、さらに 4
戸(24% )が 2.0cm2/ m2以下となり、当初の目標値である 3.0cm2
/ m2以下となっているのが分る。しかし、 3戸(18% )は 3.0--4.
Ocm2/ がの範囲内となった。






「相当隙間面積 3.0cm2/ m2以下の戸建住宅 」 を建設することが充分
に可能であり、本構法の重要な特性の一つであると言える。
図 4 - 18は 1990年から 93年にかけて竣工時の本構法住戸と、他の
気密化構法住戸の相当隙間面積をまとめたものである。本構法住戸
-138-






表 4- 8 調査対象の現・在来構法住戸の概要
調査 建設 延床面積(m2) 気積 屋根形態
住宅 年次 1F 2F 計 (m3) 
Ho e 平成2年 88.0 45.4 113.4 292.6 無落雪屋根
社 f ノ'~ 59.1 58.3 117.4 299.4 無落雪傾斜
g ノノ 69.3 43.7 113.0 291.5 無落雪屋根
Su h 平成元年 67.1 52.2 119.3 309.4 無落雪屋根
社 1 ノ'~ 66.3 46.4 112.7 302.4 ノ"
ノノ 60.4 60.4 120.8 310.3 " 
k " 69.4 43.1 112.5 297.4 =角屋根
〆'~ 62.5 55.9 118.4 291.5 ノノ
口1 ノ'~ 73.9 47.2 120.4 307.7 ノノ
-13B-
( cmZ) 










































































































































































O. 81 凡例 0-外断熱住宅(17戸)
O. 68 
.一現・在来住宅(9戸)
O. 58 O. 60 
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②本構法における外壁の歩掛りは 6--9 m2/ 1人工程度と言える。
③本構法の外壁に対する工数は以下の重回帰式で算出できる O
y 総工数 X 1 外壁面積 X 2 住戸の辺の数






























































図 5- 1 職種別に見た推計労働者数の推移
1971年 1975 1980 1985 1990平
図 5 - 2 職種別に見た推計労働者の平均年齢の推移
-148--
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5 - 3 パネル化住戸
住戸の概要
ここでは前述の項目に沿って計画・建設された U宅について述べ
ることとする。表 5- 1は計画した U宅の概要をまとめたものであ
る。図 5- 6に U宅の各階平面、図 5- 7に立面、図 5- 8に矩計
図を示す。









表 5 - 1 U宅の概要
建設地 札幌市西区西野
建設年次 1988年(昭和63) 4月--8月
床面積 地階:53. Orf 1階:53.0nf 2階:45. 5 m2 計 151.5rr
構造 在来木造 2階建、主要軸組は集成材
各部の 基礎 :布基礎外断熱 FP板 7100
断熱仕様 外壁パネル:外側 GW 750 (32kg/ド)と
室内側ウレタン 795 (38kg/m3)の複合板
屋根パネル:外壁と同じ
qd4tZb -A h :外側 引違い 7)v~ 1J"./:; (単板"}J'=;ス 72.5) 
(ハ.ネJレ 室内側気密性に配慮した木製引違窓
組込み) (金属膜]-jインクポ仕様ヘ o7tJ' =;ス 3-12-3)









































N N N 
FP板 7100
布基礎外断熱
dグ " 〆 ¥










ルは 8枚、巾(棟方向) 1.8m、長さ(流れ方向)約 6.5皿、重量約 250
kgである。




























表 5- 2は使用した集成材と箱金物のリストで、集成材は合計 56
本、箱 金 物は 54個とな った O 図 5-12は本住戸の主要軸組と箱金物
の組立概要をまとめた もの で ある 。 軸組の加工作業には柱に箱金物
を取り付けるための欠き込み、材料の切断で 7人工が必要であった。
集成材の柱、梁の仕 口 は複雑な加工 の不必要ないわゆる 「ぶつ切り 」
である 。
現・在来 戸 建住宅(30--35坪)の軸組の墨付け、加工には 15--17 
人 工 程度が必要なため、その差 8-.' 10人工程度が低減できたことに
なる 。 これは 「継手、仕口の加工がほとんどなかった 」 、 「部材数
が低減された 」 、 「外壁部分の間柱に使用される土台、桁のほぞ加
工がなかった Jことによるものと言える O
表 5- 2 使用した集成材と箱金物リスト
集成材 箱金物
棟木 100 x 300 x 3，600 2 (本〉 棟木~柱用 4 (個)
登り梁 100 x 150 x 5，800 10 登り梁~母屋用 20 
桁 100 x 300 x 3，600 8 桁~柱用 16 
母屋 100 x 300 x 3，600 4 2階梁~柱用 8 
2階梁 100x 300x 3，600 4 その{也 6 
ノ'/ 100x 270x 3，600 3 
柱 210 x 210 x 8，000 1 
ノノ 150 x 150 x 4，000 4 
ノ〆 150x 150x 8，000 2 
柱 120x 120x 2，500 8 
筋違 90x 90x 3，000 10 
-160-
用箱金物 w木 cm成材)10 x 300 





5 - 4 施工の分析
ここでは施工状況を施工順序に従って述べることとする。
軸組建込み





































































































( u宅)本構法住宅図 5-15 













































4. 20 4. 64 












温が 300C以上(8月 2日〉のとき、 1階は約 260Cであるが 2階は約
300Cと高めになっているのが知れる。
冷房を入れた期間(8月 4--6日)では 1、 2階とも室温は低下
し、その傾向は 2階に顕著に表れ室温が改善されているのが分かる。












1-1階室鼠 ←→ | ←→ 
2-2階室直 使用 13.2 (kw'/日) 11. 7 
3一地階室温
非冷房日 うく 冷房日
一一一一一 一一一一ー~ 司ー ー ー 一ー
12 24-
8/4 



























































































南北別の垂木、図 5 - 20 
-172-
燃料消費
図 5-21は 1988年(昭和 63年)から 89年 4月までの、内外温度差
と月別の燃料消費量の関係をまとめたものである。燃料消費量は約
630リットル〈暖房面積当り約 4.2リットル〉で最も外気温の低下す






































カらの 十| o 1000 1 臼射取得分 763 I 1279 
fh/fJ 負荷合計 5416阿cal内部発然、
実際に使用 にそ，:>~'"j にLLl 実績合計 5013阿cal
した暖房分
暖房分。








5 - 6 まとめ
本章の結果は以下にまとめられる。




















労働大臣官房政策調査部、昭和 46年~平成 2年 5月
2 )国勢調査 :昭和 45--平成 2年





































図 6 1 アンケー ト配布地区
ア ンケー ト配布地区と回収結果一覧
配布地区 配布部数 回収部数 回収率(%) 
北 区一篠路 40 36 
拓北 20 20 
新琴似 30 28 
手稲区一前田 30 29 
豊平区一平岡 40 37 
平岸 20 20 
計180 計170 94.4 
東北 区一栄町 70 35 区-篠路 30 15 
西 区一琴似 20 4 
言十120 計 54 45.0 
中央区-桑園 130 98 75.4 
札幌市、江別市 22 22 100.0 
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トル / m2と最も多く建物の断熱性能の低さが"/ トが 42.7リ賃ア パ ー
第トル/m2で、戸建住宅について見ると 26.7リッ次いで、分かる 。


























図 6 - 6 
。
6 -4 室温評価




で便所 19%、階段 17%、寝室 16%の順となっている。木賃アパート
















4ロA 洗 便所 階段 浴 玄間 所 所面 室 関
注:複数回答
図 6- 7 住戸別に見た 「寒い 」 と感じる部屋の割合
-184-
6 - 5 結露
図 6 - 8 は住戸別に結露の有無をまとめたものである。木賃ア
パートと外断熱住宅は高い割合を示し次に集合住宅 37%、戸建住宅
は36%である。




























































































































y 総工数 X 1 外壁面積 X 2 住戸の辺の数
















































y 総工数 X 1 外壁面積 X 2 住戸の辺の数
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